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PASSION通信
2022年6月1日～2022年11月30日



　株主の皆さまにおかれましては、平素から格別のご支援、ご高配を賜り、
厚く御礼申し上げます。
　当社グループでは、良質な種苗や商品、サービスを通じて、自然環境の保
全や地球温暖化、気候変動への順応等、持続可能な社会に寄与してまいりま
した。2022年8月、「サステナビリティ経営」を推進すべく、新たに「サステ
ナビリティ基本方針」を制定いたしました。引き続き、創業時から変わらな
い「タネにかける情熱」を持ち続け、種苗を通じて、社会に「笑顔と健康のタ
ネ」を届け続けてまいります。
　また、2023年は、コロナ禍で制約されてきた対面によるコミュニケー
ションを重視して取り組みを進めていくことといたしました。当社グルー
プの一人ひとりが「話」という漢字一文字を心に抱き、対話の重要性を強く
再認識し、One Team, One Sakataで、飛躍と向上の年にしてまいります。
　2023年7月、創業110周年を迎えます。1913年に創業者坂田武雄が横浜
で「坂田農園」を設立し、海外向けの苗木商を始めて以来、110年にわたって優
良な品種の作出と、種苗を通じ、社会に多様な価値をお届けしてまいりまし
た。110年の歩みを支えていただいた株主の皆さまへ厚く御礼申し上げます。
　今後とも引き続きご支援賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

2023年2月

「花は心の栄養、野菜は体の栄養」。
私たちは、世界に笑顔と健康をお届けしていきます。

代表取締役社長

110周 年 記 念 ロ ゴ マ ー ク は 一 粒 の 
タネ（苗）をモチーフにしており、創業
の精神を忘れず、感謝と共に110周年
を迎え、さらに未来に向けて伸びてい
くという想いを込めてデザインした
ものになります。

110周年ロゴマーク
坂田商会時代に本社従業員と共に
前列1列目中央 坂田武雄（1922年12月26日）

ごあいさつ
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一粒のタネに託された情熱

中間 期末

18

国内卸売事業
16.1%

海外卸売事業
73.6%

第82期
中間期
売上高

379億94百万円

小売事業
5.9%

その他事業
4.4%

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円） （単位：円）

33

（単位：百万円）中間期 通期 中間期 通期 中間期 通期

中間期 通期

18

27

45

11,181

5,688

12,114

6,163

73,049

32,704

12,256

4,129 15 15

23

38

6,094

3,097

7,636

4,320

営業利益

事業部別売上高構成比

経常利益

親会社株主に帰属する当期純利益 一株当たり配当金

売上高

20

30
（予定）

50
（予定）

11,300
（予想）

5,550

8,500
（予想）

4,278

11,800
（予想）

6,507

78,000
（予想）

37,994

61,667

28,668

69,218

31,524

第79期
2020年5月期

第80期
2021年5月期

第81期
2022年5月期

第82期
2023年5月期

第79期
2020年5月期

第80期
2021年5月期

第81期
2022年5月期

第82期
2023年5月期

第79期
2020年5月期

第80期
2021年5月期

第81期
2022年5月期

第82期
2023年5月期

第79期
2020年5月期

第80期
2021年5月期

第81期
2022年5月期

第82期
2023年5月期

第79期
2020年5月期

第80期
2021年5月期

第81期
2022年5月期

第82期
2023年5月期

7,482

3,840

9,725

5,640

8,070

4,310

10,078

5,772

スローガン 

1913年の創業から現在に至るまで、時代背景は変わっても
常に変わることがないのは、私たちの「タネにかける情熱」です。
この情熱こそが、100年以上脈々と続いてきたサカタのタネのDNA。
それが当社のグループスローガンである「PASSION in Seed」です。

すぐれた花・野菜品種の開発を通し、
世界の人々の生活文化向上に貢献する

連結財務ハイライト
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親会社株主に
帰属する
四半期純利益
4,129

売上高
32,704

当第2四半期
2022年6月1日から2022年11月30日まで

売上高
37,994 売上原価　15,020

販売費及び一般管理費　17,423

前第2四半期
2021年6月1日から2021年11月30日まで

営業利益
5,550

経常利益
6,507

営業外費用
387 特別損失

8 税金等
調整前

四半期純利益
6,499

法人税等
2,159

四半期
純利益
4,340

親会社株主に
帰属する

四半期純利益
4,278

営業外収益
1,344

非支配株主に
帰属する

四半期純利益
61

流動資産
94,928

固定資産
63,536

負債・純資産合計
158,464
負債
23,328

純資産
135,135

資産合計
147,423

流動資産
89,229

固定資産
58,193

流動負債
16,105
固定負債
5,850

前期
2022年5月31日現在

負債・純資産合計
147,423

現金及び
現金同等物
の期首残高
21,747

現金及び
現金同等物

に係る
換算差額
1,275

投資活動による
キャッシュ・フロー

△4,950

営業活動による
キャッシュ・フロー
6,969

現金及び
現金同等物
の四半期末残高
23,246

財務活動による
キャッシュ・フロー
△1,796

当第2四半期
2022年11月30日現在

前期
2022年5月31日現在

当第2四半期
2022年11月30日現在

当第2四半期
2022年6月1日から2022年11月30日まで

純資産
125,466

負債
21,956

流動負債
15,861
固定負債
7,467

資産合計
158,464

四半期連結損益計算書の概要

（単位：百万円）
四半期連結貸借対照表の概要

（単位：百万円）

（単位：百万円）
四半期連結キャッシュ・フロー計算書の概要

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結損益計算書
売上高は前年同期比16.2％増の379億94百万円、営
業利益は2.4％減の55億50百万円、経常利益は、前
年同期比5.6％増の65億7百万円、そして親会社株主
に帰属する四半期純利益は、前年同期比3.6％増の42
億78百万円となりました。

連結貸借対照表
総資産は、前年度末比110億41百万円増の1,584億
64百万円、負債は、前年度末比13億72百万円増の
233億28百万円、純資産は、前年度末比96億68
百万円増の1,351億35百万円となりました。

POINT

連結財務諸表
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（注）1．持株数は百株未満を切り捨てて記載しております。
2．持株比率は、自己株式（3,005,812株）を控除して計算しており、小数第３位以下を切り

捨てて表示しております。
3．自己株式には、「株式給付信託（BBT）」に基づき株式会社日本カストディ銀行（信託E口）

が所有する当社株式（54,600株）を含んでおりません。
4．当社は自己株式3,005,812株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

  役員（2022年11月30日現在）  会社の概要 （2022年11月30日現在）

商 号

英 文 社 名
創 業 年 月 大正 2 年（1913年）  7月
設 立 年 月 昭和17年（1942年）12月
資 本 金 135億円
本 社 横浜市都筑区仲町台二丁目7番1号
従 業 員 数 674名（連結2,614名）

発行可能株式総数  104,000,000株
発行済株式の総数  47,410,750株
株 　 主 　 数  22,033名

  大　株　主

  株式の状況（2022年11月30日現在）

株 主 名 持株数（千株）持株比率（％）
有 限 会 社 テ ィ ー エ ム 興 産 7,607.9 17.13
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,117.5 13.77
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行（ 信 託 口 ） 2,626.1 5.91
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,750.0 3.94
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,740.7 3.92
Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 日 興 証 券 株 式 会 社 680.4 1.53
キ ッ コ ー マ ン 株 式 会 社 678.0 1.52
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY FOR STATE 
STREET BANK INTERNATIONAL GMBH, LUXEMBOURG 
BRANCH ON BEHALF OF ITS CLIENTS: CLIENT OMNI OM25

607.4 1.36

丸 一 鋼 管 株 式 会 社 600.2 1.35
東 京 青 果 株 式 会 社 563.9 1.26

代 表 取 締 役 社 長 坂　田　　　宏

取締役常務執行役員 内　山　理　勝

取締役常務執行役員 加々美　　　勉

取締役常務執行役員 黒　岩　和　郎

取締役常務執行役員 古　木　利　彦
取 締 役（ 社 外 ） 菅　原　邦　彦
取 締 役（ 社 外 ） 尾　崎　行　正
取 締 役（ 社 外 ） 渡　辺　雅　子
常 勤 監 査 役 對　馬　淳　平
監 査 役（ 社 外 ） 沼　田　安　功
監 査 役（ 社 外 ） 坊　　　昭　範

上 席 執 行 役 員 中　井　智　二
上 席 執 行 役 員 米　本　丈　夫
上 席 執 行 役 員 齋　藤　弘　佳
上 席 執 行 役 員 高　宮　　　全
上 席 執 行 役 員 榎　本　真　也
上 席 執 行 役 員 小　津　聡　子
執 行 役 員 黒　木　達　司
執 行 役 員 三　浦　高　明
執 行 役 員 川　村　　　学
執 行 役 員 星　　　武　徳
執 行 役 員 平　田　　　理
執 行 役 員 吉　田　潤　平
執 行 役 員 近　藤　了　裕

会社概要／株式の状況
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サプライチェーンインフラの整備  新たな成長を支える種子生産

私たちは世界中の畑で種子を生産し、品質を確かめ、製品加工し、お客様のお手元にお届けしています。今回は当社のグ
ローバルな成長に欠かせない種子生産の裏側をご紹介いたします。

種子の生産は、工業製品などと比べて特有
の難しさがあります。まず「適地適作」と言
われますが、種子生産に適した土地は世界
的に限られ、どこでも生産できるわけでは
ありません。また品目・品種ごとに栽培方法
が異なり、高い技術も要求されます。そして
何より自然相手であるため、天候など不確
定な要素に左右されやすい点が挙げられま
す。地球温暖化などリスクが増す中、高品質
な種子の安定生産という使命を果たすため、
当社は十分な体制と施策を行っております。

種子生産の概要と特徴

拠点を各地域に分散し、「適地適作」で北半球と南半球を利用、1年に2回生産を可能に
することで分散化によるリスクヘッジと生産の効率化を図っています。

海外市場において、スピーディーに商品を
お届けするため、主要な拠点で新たに倉庫
を新設しています。種子の保管だけでなく
加工や品質検査などもできるようになっ
ており、スムーズな製品化をサポートする
役割も果たしています。グローバルな物流
網が停滞しても地域ごとに安定供給が可
能となります。

契約農家とのコミュニケーションを重視し、圃場などで栽培現場を見ながら、
意見交換や指導を行っております。種子生産に必要な高い栽培技術の継承を
促進し、人材の育成に努めています。

1.グローバル生産体制の充実

当社では、グローバルレベルで農家と直接、栽培契約を行い、多くの品種の種
子を生産しています。自社で開発した品種の特性を、現地の契約農家と共に、
わずかな天候の変化にも対応ができる管理体制を重視し、生産の安定化を実
現しています。

3.管理体制 自前主義/現地主義

2.新拠点の設立と機能強化

4.人材育成と技術の継承　

サカタ・シード・
アメリカ

サカタ・シード・
チリ

サカタ･
ベジタブルズ･

ヨーロッパ／サカタ･
オーナメンタルズ･

ヨーロッパ

サカタ・シード・
サザンアフリカ

サカタ・コリア

坂田種苗（蘇州）
有限公司

サカタのタネ
（日本）

サカタ・
サイアム・シード

北中米  南米 欧州・中東・アフリカ アジア

分散化によるリスクヘッジと生産の効率化

赤道
サカタ・シード・

スダメリカ

サカタ・シード・
インディア

種子の安定供給を実現する生産体制・技術・機能を強化するにあたって具体的に4つの取り組みをご紹介します。

体制と施策

種子の生産圃場

チリの新倉庫（2022）
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サカタのタネのサステナビリティ経営

 サカタのタネは「品質・誠実・奉仕」を社是として、高品質で付加価値を持つ「タネ」をお客様にお届けすることで100年を超
える歴史を積み重ねてまいりました。

 また、私たちは経営理念として、顧客、取引先、当社が共に栄える「三者共栄」、従業員、経営者、株主が相互に繁栄する「三位一
体」、加えて、地球上の自然と、その自然に内包される社会、企業が持続的に共生する「三層共生」を掲げています。社業である
種苗事業や緑花事業を通じて社会や農園芸業に貢献し、社内外のステークホルダーが共に発展するサステナビリティ経営
を目指します。

 私たちは、新たな価値を生み出す革新的な「タネ」の開発・安定供給、そしてその活用を核とした企業活動を行うと共に、事業
プロセスの改善にも取り組んでまいります。私たちがお届けする「タネ」から育った花や野菜を通じ新たな文化を創造し、世
界の人々に健康と笑顔をお届けすることで、サステナブルな社会の実現に貢献していきます。

サステナビリティ
基本方針

良質な商品とサービスの提供により、世界の人々の生活文化向上に貢献し、
世界一の種苗会社を目指す。
優良な種苗の持続的な安定供給によって、世界の持続的発展に対する社会的課題に応えてまいります。

経営理念

顧客（お客様）、取引先様、そしてサカタグループの三者が共々栄えていくことが
サカタグループの理想であります。
社員・経営者・株主の相互繁栄。これはサカタグループの従業員、経営者、そして株主様は一体であり、
この三者が共に喜ぶようでなければいけないという原則です。

地球上の自然と、その自然に内包される社会、社会に帰属する企業の持続的な共生を目指す原則です。

三 者 共 栄

三 位 一 体

三 層 共 生

自然

サカタのタネ グループ三者共栄（ビジネス関係）

社会

企業 従業員

経営者 株主
三位一体

（インナーステークホルダー）

三
層
共
生（
存
立
基
盤
）

自治体
地域社会など

NGO・NPOなど 学界など 消費者など

顧
客
取
引
先
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株主総会資料の電子提供制度に
関するお問い合わせ先

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電子提供制度専用ダイヤル（受付時間：土・日・祝日を除く平日9：00～17：00）

0120−696−505

〒224-0041　横浜市都筑区仲町台2-7-1
TEL 045-945-8800㈹

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

当社では、株主の皆さまはもとより、
お客様の満足度向上を目指し、

「お客様相談室」を設けております。

https://www.tr.mufg.jp/daikou/denshi.html
もしくは株主さまの口座がある証券会社等にお申し出ください。

お客様相談室
TEL 045-949-8145

（受付時間：平日  午前9時～午後5時）

よくあるご質問

● 株主メモ 事業年度 6月1日～翌年5月31日
配当金受領株主確定日 期末  5月31日　中間　11月30日
定時株主総会 毎年8月下旬
株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　東京都府中市日鋼町1-1　電話0120-232-711（通話料無料） 
郵送先 〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

上場証券取引所 東京証券取引所（証券コード 1377）

公告の方法 電子公告により、当社のウェブサイトに掲載します。〈https://kmasterplus.pronexus.co.jp/main/corp/1/3/1377/index.
html〉ただし、電子公告を行うことができない事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載します。

（ご注意）株主さまの住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人
（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。なお、未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行の本支店でお支払いたします。

下記ＵＲＬにアクセスいただき、アクセスコード入力後に表示されるアンケートサイトにて
ご回答ください。所要時間は5分程度です。

https://www.e-kabunushi.com
アクセスコード  1377 いいかぶ 検索検索

●アンケートのお問合せ   「e -株主リサーチ事務局」 MAIL：info@e-kabunushi.com

●アンケート実施期間は、本書がお手元に到着してから約2ヶ月間です。
※本アンケートは、株式会社リンクコーポレイトコミュニケーションズの提供する「e-株主リサーチ」サービス

により実施いたします。（会社URL https://www.link-cc.co.jp）
※ご回答内容は統計資料としてのみ使用させていただき、事前の承諾なしにこれ以外の目的に使用すること

はありません。

ご回答いただいた方の
中から抽選で薄謝
(QUOカードPay500円）
を進呈させていただきます

〒224-0041　横浜市都筑区仲町台2-7-1
TEL 045-945-8800㈹

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会資料の電子提供制度と当社の対応について
改正会社法（2022年9月1日施行）により、株主総会資料の電子提供制度が創設され、株主さまが、一定事項を記載した株主総会資料を
書面で受領することを希望する場合は、株主総会の基準日までに、口座を開設している証券会社又は株主名簿管理人を通じて書面交付請
求の手続を実施いただくことになりました。当社では、2023年8月開催予定の定時株主総会から電子提供制度が適用されることになり
ますが、書面交付請求の有無にかかわらず、議決権を有する株主さまに、従来どおり株主総会資料を送付する予定です。


